
「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」について  

 

平成１６年６月 

医政局総務課 

 

１ 開催の趣旨等 

（１）個人情報保護法については、平成１５年５月３０日に公布され、平成１７

年４月１日から全面施行されることとなっているが、医療機関等についても

一般の事業者と同様に適用されることとなっている。 

（２）個人情報保護法においては、「特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保

する必要がある個人情報については、保護のための格別の措置が講じられる

よう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする」とされており、

医療分野は、平成１６年４月２日に閣議決定された「個人情報の保護に関す

る基本方針」においても、特に適正な取扱いを確保すべき個別分野の一つと

されている。 

（３）このため、個人情報保護法の全面施行に向けて、医療機関等において個人

情報を適切に取り扱うためのガイドラインの策定を行うとともに、国会にお

ける附帯決議の趣旨も踏まえ、個別法の必要性も含め、医療機関等における

個人情報保護のあり方について、幅広く検討を行うこととする。 

（４）また、介護サービスについては、医療機関において医療サービスと合わせ

て提供されることが多いことから、医療機関以外の介護サービス提供事業者

についても検討の対象とする。 

（５）なお、医学研究分野における個人情報保護のあり方については、厚生科学

審議会科学技術部会の下に専門委員会を設置し検討を行うこととされている

ことから、相互に密接に連携しつつ検討を行うものとする。 

 

２ 検討事項 

  ・個人情報保護法の全面施行に対応した医療機関等における個人情報の適切

な取扱いのためのガイドラインの策定 

  ・個別法の必要性に係る検討を含む、医療機関等における個人情報保護のあ

り方 

 

３ 検討会の位置づけ等 

   医政局、医薬食品局、老健局、保険局による共同の検討会 

   （検討会の庶務は、関係各局・各課の協力を得て医政局総務課で行う。） 

 

４ 検討会のメンバー 

   別紙のとおり 



（別紙）
 

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会 

委員名簿 

 

 

岩渕 勝好  川崎医療福祉大学医療福祉学部教授 

 

宇賀 克也  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

大道  久  日本大学医学部教授 

 

○ 大山 永昭  東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授 

 

神作 裕之  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

楠本 万里子  日本看護協会常任理事 

 

髙津 茂樹  日本歯科医師会常務理事 

 

高橋 紘士  立教大学コミュニティ福祉学部教授 

 

武田 隆男  日本病院会副会長 

 

辻本 好子  ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ代表 

 

寺野  彰  日本私立医科大学協会理事 

 

◎ 樋口 範雄  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

松原 謙二  日本医師会常任理事 

 

山本 信夫  日本薬剤師会常務理事 

 

（◎：座長、○：座長代理） 


